






その他のタイトル Why Do People Say Advance Pricing Arrangement




















































から、各国で事前確認又は APA（Advance Pricing Arrangement若しくは































2） “Advance Pricing Agreement”の呼称を用いるものとして、例えば米国の Rev. Proc.
2006－9、英国のTIOPA 2010 1999年財政法 85条。金子宏「移転価格税制の法理論的検討」
『所得税の法と政策』（有斐閣、1996）363頁、385頁は、米国の“Advance Pricing Agreement
Procedure”に「事前価格合意手続」の訳を当てている。
3） “Advance Pricing Arrangement”の呼称を用いるものとして、1995年OECD移転価格
ガイドラインのほか、カナダの Information Circular 94－4 “International Transfer Pricing：
Advance Pricing Arrangements（APAs）,”（December 30, 1994）、豪州のPractice Statement
















press/2010/sogo_kyogi/index.htm）。導入時の事前確認は、昭和 62年 4月 27日付査調 5－ 1
ほか国税庁長官通達「独立企業間価格の算定方法等の確認について」に基づき実施。同通達
は、平成 11年 10月 25日付査調 8－ 1ほか国税庁長官通達「独立企業間価格の算定方法等の
確認について（事務運営指針）」となり、更に平成 13年 6月 1日付査調 7－ 1ほか国税庁長
官通達「移転価格事務運営要領の制定について（事務運営指針）」の第 5章「事前確認手続」
となった。米国では 1991年（平成 3年）に歳入手続 91－ 22により事前確認制度（Advance
Pricing Agreement）を導入した（現在は歳入手続 2006－ 9）。1995年OECD移転価格ガイド
ラインでは第4章Fが事前確認取極（Advance Pricing Arrangement）を取り扱っている。

















































































































































































































を行う（事務運営要領 5－ 2、5－ 3）。納税者は、審査担当部局又は国税庁相
互協議室（以下「相互協議部局」という。）に事前に相談をすることもできる
（事務運営要領5－10、相互協議通達5）。事前確認対象事業年度は原則として
3事業年度から 5事業年度である（事務運営要領 5－ 7）24）。審査担当部局は事
9
事前確認の法制化は何故必要なのか










































































































































































































































































































































































Memorandum to Members of the Subcommittee on Investigations, “Offshore Profit Shifting
and the U.S. Tax Code – Part 2（Apple Inc）”（Senate Homeland Security and Governmental
























































































37） 例えば、井上・前注 1、433頁以下、特に 434頁、435頁、高久隆太「移転価格税制をめ














































































































































































































































アメリカ － 2006年歳入手続 2006－ 9（Revenue Procedure 2006－ 9）（Published：January 9, 2006）
イギリス ◎
2010年課税法（国際等関係規定）（Taxation（International








Law Administration, PS LA 2011/1 “ATO’s Advace Pricing
Arrangement Program”）52）
ドイツ －
2006 年 10 月 5 日 付 情 報 リ ー フ レ ッ ト（ 5. Oktober 
2006, Merkblatt für bilaterale oder multilaterale
Vorabverständigungsverfahren auf der Grundlage der
Doppelbesteuerungsabkommen zur Erteilung verbindlicher
Vorabzusagen über Verrechnungspreise zwischen 
international verbundenen Unternehmen（sog. “Advance
Pricing Agreements”－APAs）, Bundessteuerblatt, Teil I,
S. 594（13. November 2006））

























L80B条 L. 80 A条第1段落の保証は次に掲げる場合に適用される。
34
論説（大野）
53） http://www.legislation.gov.ukより入手可能。同法218条～230条には、事前確認の定義、
効果、合意が順守されなかった場合の効果等が規定されている。
54） http://www.legifrance.gouv.frより入手可能。
1～6（略）
7　当局が、二重課税の排除のための二国間租税条約に定められた権限ある
当局との間で、あるいは、納税者との間で、L. 13 B条第2号に規定された
価格の決定方法に関し事前の合意に至った場合
8（略）
●　中国：企業所得税法 55）
第42条 企業は、税務機関に対してその関連者との取引価格の決定原則及
び算定方法を提出し、税務機関が企業と協議・確認した上で、事前確認取
極を締結することができる。
●　韓国：国際租税調整に関する法律 56）
第6条（正常価格算出方法の事前承認） 居住者は、一定期間の課税年度に
適用する正常価格算出方法に対して大統領令が定めるところにより、その
課税年度が開始する前に国税庁長に承認申請をすることができる。
2　前項の規定により申請された正常価格算出方法が承認された場合には、
国税庁長及び居住者は、大統領令が定める条件に該当しない限り、承認さ
れた方法を遵守しなければならない。
35
事前確認の法制化は何故必要なのか
55） 邦訳は、税理士法人プライスウォーターハウスクーパーズ編著・簗瀬正人監修『中国
税法全書（2008－2009年版）』（東洋経済新報社、2008）による。
56） 邦訳は、『韓国WEB六法』（http://www.geocities.jp/koreanlaws/kokusai.html）による。
